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アジア経済法令ニュースアジア経済法令ニュースアジア経済法令ニュースアジア経済法令ニュース No.22-27 

 添付法令資料 1：    韓国映画及びビデオ物の振興に関する法律韓国映画及びビデオ物の振興に関する法律韓国映画及びビデオ物の振興に関する法律韓国映画及びビデオ物の振興に関する法律（目次） 

 添付法令資料 2：    中国医療機構管理条例中国医療機構管理条例中国医療機構管理条例中国医療機構管理条例（目次） 

 添付法令資料 3：    職業病保健サービスに関する職業病保健サービスに関する職業病保健サービスに関する職業病保健サービスに関する 2022202220222022 年年年年 4444 月月月月 6666 日付日付日付日付    

        インドネシア共和国保健大臣規則インドネシア共和国保健大臣規則インドネシア共和国保健大臣規則インドネシア共和国保健大臣規則 No. 11No. 11No. 11No. 11（目次） 

 添付法令資料 4：    租税管理法の若干の条項及び租税管理法の若干の条項の細則を租税管理法の若干の条項及び租税管理法の若干の条項の細則を租税管理法の若干の条項及び租税管理法の若干の条項の細則を租税管理法の若干の条項及び租税管理法の若干の条項の細則を    

        定める政府定める政府定める政府定める政府のののの2020202020202020年年年年10101010月月月月19191919日日日日付付付付第第第第126/2020/N126/2020/N126/2020/N126/2020/NĐ----CPCPCPCP号号号号議定の議定の議定の議定の    

        施行を指導するベトナム財政省の通知施行を指導するベトナム財政省の通知施行を指導するベトナム財政省の通知施行を指導するベトナム財政省の通知（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2022 年 7 月 1 日（金） 
 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 中小企業等経営強化法施行規則の一部を改正する省令（経済産業省令第 55
号） 

22.06.27公布／同日施行 
2 種苗法第十八条第一項及び第二十一条の二第三項の規定に基づき品種登録及

び届出に係る事項を公示する件（農林水産省告示第 1064号） 
22.06.27公布 

3 著作権者不明の著作物の利用に関する裁定及び補償金の額を定める件（文化

庁告示第 10号ないし第 25号） 
22.06.27公布 

4 肥料を登録した件（農林水産省告示第 1069号） 
22.06.27公布 

5 種苗法第十八条第一項及び第二十一条の二第三項の規定に基づき品種登録及

び届出に係る事項を公示する件（農林水産省告示第 1071号） 
22.06.28公布 

6 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律

に基づく第一種使用規程の承認をした件（農林水産省・環境省告示第 3号） 
22.06.28公布 

7 労働基準法施行規則第三十八条の七から第三十八条の九までの規定に基づき、

休業補償の額の算定に当たり用いる率の一部を改正する件（厚生労働省告示第

215号） 
22.06.28公布 

8 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第四十

三条第一項の規定に基づき検定を要するものとして厚生労働大臣の指定する

医薬品等の一部を改正する件（厚生労働省告示第 217号） 
22.06.28公布 

9 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第二条

第十五項に規定する指定薬物及び同法第七十六条の四に規定する医療等の用
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途を定める省令の一部を改正する省令（厚生労働省令第 98号） 
22.06.28公布 

10 雇用保険法施行規則の一部を改正する省令（厚生労働省令第 99号） 
22.06.28公布／同日施行 

11 新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための雇用保険法の臨時特例

等に関する法律施行規則の一部を改正する省令（厚生労働省令第 100号） 
22.06.28公布／同日施行 

12 株式会社国際協力銀行法施行令の一部を改正する政令（政令第 241号） 
22.06.29公布／22.06.30施行 

13 貿易保険法施行規則の一部を改正する省令（経済産業省令第 56号） 
22.06.29公布／22.07.01施行 

14 船舶安全法の規定に基づき、型式承認をした件（国土交通省告示第 728号） 
22.06.29公布 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 关于印发落实最高人民检察院“八号检察建议”典型案例的通知 
22.06.21公布 最高人民検察院 

2 市场监管总局办公厅关于实施《特种设备安全监督检查办法》若干问题的意见 

22.06.22公布 国家市場監督・管理総局弁公庁／同日施行 
3 住房和城乡建设部等 8部门关于推动阶段性减免市场主体房屋租金工作的通知 

22.06.21公布 住宅及び都市・農村建設部 建房[2022]50号 
4 最高人民法院关于为深化新三板改革、设立北京证券交易所提供司法保障的若

干意见 
22.06.23公布 最高人民法院 法発[2022]17号 

5 全国人民代表大会常务委员会关于修改《中华人民共和国全国人民代表大会常

务委员会议事规则》的决定 
22.06.24公布 国家主席令第 117号／同日施行 

6 全国人民代表大会常务委员会关于修改《中华人民共和国反垄断法》的决定 
22.06.24公布 国家主席令第 116号／22.08.01施行 

7 中华人民共和国黑土地保护法 
22.06.24公布 国家主席令第 115号／22.08.01施行 

8 中华人民共和国体育法 
22.06.24公布 国家主席令第 114号／23.01.01施行 

9 关于印发《社会保险基金预算绩效管理办法》的通知 
22.05.27公布 財政部等 財社[2022]65号／23.01.01施行 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

掲載すべき法令は、ありません。 
 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 
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1 中国人民银行关于支持外贸新业态跨境人民币结算的通知 

22.06.16公布 中国人民銀行 銀発[2022]139号／22.07.21施行 
 

第 3 ロシア 

1 漁業及び水中生物資源の保護に関するロシア連邦法律並びに個別のロシア連

邦法規への変更の導入に関する 2021 年 12 月 30 日付ロシア連邦法律

No.445-FZ 
2022年 1月 1日から施行 

2 環境保護に関するロシア連邦法律及び個別のロシア連邦法規への変更の導入

に関する 2021年 12月 30日付ロシア連邦法律 No.446-FZ 
一部を除き、2022年 9月 1日から施行 

3 情報及び情報技術並びに情報の保護に関するロシア連邦法律第 15.3条並びに

個別のロシア連邦法規への変更の導入に関するロシア連邦法律第 3 条及び第 5
条へ変更を導入することに関する 2021 年 12 月 30 日付ロシア連邦法律

No.441-FZ 
公布の日から施行 

4 通信に関するロシア連邦法律第 46 条及び第 51.1 条への変更の導入に関する

2021年 12月 30日付ロシア連邦法律 No.465-FZ 
公布の日から施行 

5 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 労働契約に従い就労する労働者に対する最低賃金を定める議定 
政府の 2022年 6月 12日付第 38/2022/NĐ-CP号議定／22.07.01施行 

 

第 5 韓国 

1 ゲーム産業振興に関する法律施行令一部改正令 
22.06.21公布 大統領令第 32705号／同日施行 

2 国家均衡発展特別法施行令一部改正令 
22.06.21公布 大統領令第 32707号／22.08.04施行 

3 北朝鮮離脱住民の保護及び定着支援に関する法律施行令一部改正令 
22.06.21公布 大統領令第 32703号／22.06.22施行 

4 電気安全管理法施行令一部改正令 
22.06.21公布 大統領令第 32709号／22.06.22施行 

5 公職者の利害衝突防止法の施行に関する選挙管理委員会規則 
22.06.24公布 選挙管理委員会規則第 553号／同日施行 

6 国家研究開発事業等の成果評価及び成果管理に関する法律施行令全部改正令 
22.06.28公布 大統領令第 32725号／22.06.29施行 

7 インターネットマルチメディア放送事業法施行令一部改正令 
22.06.28公布 大統領令第 32724号／22.07.12施行 
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8 中小企業創業支援法施行令全部改正令 
22.06.28公布 大統領令第 32733号／22.06.29施行 

9 食品等の表示・広告に関する法律施行規則一部改正令 
22.06.30公布 総理令第 1813号／23.01.01施行 

 

第 6 台湾 

1 增訂、刪除並修正行政訴訟法條文 
22.06.22公布 総統府 華總一義字第 11100052441號令 

2 修正行政訴訟法施行法 
22.06.22公布 総統府 華總一義字第 11100052491號令 

3 修正法院組織法條文 
22.06.22公布 総統府 華總一義字第 11100052481號令 

4 修正法官法條文 
22.06.22公布 総統府 華總一義字第 11100052471號令 

5 修正土地法條文 
22.06.22公布 総統府 華總一義字第 11100050791號令 

6 修正公務人員保障法條文 
22.06.22公布 総統府 華總一義字第 11100050761號令 

7 修正公務員服務法 
22.06.22公布 総統府 華總一義字第 11100050751號令 

8 修正公職人員財產申報法條文 
22.06.22公布 総統府 華總一義字第 11100050771號令／同日施行 

9 修正少年及家事法院組織法條文 
22.06.22公布 総統府 華總一義字第 11100050781號令 

10 刪除並修正行政法院組織法條文 
22.06.22公布 総統府 華總一義字第 11100052451號令 

11 制定國營臺灣鐵路股份有限公司設置條例 
22.06.22公布 総統府 華總一義字第 11100050731號令 

12 增訂、刪除並修正醫師法條文 
22.06.22公布 総統府 華總一義字第 11100050741號令 

13 制定醫療事故預防及爭議處理法 
22.06.22公布 総統府 華總一義字第 11100052431號令 

14 增訂、刪除並修正鐵路法條文 
22.06.22公布 総統府 華總一義字第 11100052461號令 

 

第 7 シンガポール 

1 Payment Services Act 2019 - Payment Services Act 2019 (Commencement) 
Notification 2022 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 28 
Jun 2022 and comes into operation on 30 Jun 2022; No.S496/2022 

2 Insurance Act 1966 - Insurance (Corporate Governance) (Amendment) 
Regulations 2022 
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First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 28 
Jun 2022 and come into operation on 30 Jun 2022; No.S502/2022 

3 Insolvency, Restructuring and Dissolution Act 2018 - Insolvency, 
Restructuring and Dissolution Act 2018 (Commencement) Notification 2022 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 29 
Jun 2022 and comes into operation on 30 Jun 2022; No.S515/2022 

4 Financial Holding Companies Act 2013 - Financial Holding Companies 
Regulations 2022 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 29 
Jun 2022 and come into operation on 30 Jun 2022; No.S520/2022 

 

第 8 タイ 

掲載すべき法令は、ありません。 
 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 DEPARTMENT OF TRADE AND INDUSTRY 
  DEPARTMENT ADMINISTRATIVE ORDER NO. 22-04 
  AMENDMENT TO DEPARTMENT ADMINISTRATIVE ORDER NO. 
21-09 SERIES OF 2021 ON THE GRANT OF THE DTI SEAL OF 
LEGITIMACY FOR LEGITIMATE DIRECT SELLING AND 
MULTI-LEVEL MARKETING 

22.06.02 付／フィリピン大学へ提出して全国流通新聞において公布され

た日から直ちに施行 
2 REPUBLIC ACT NO. 11861 
  AN ACT GRANTING ADDITIONAL BENEFITS TO SOLO PARENTS, 
AMENDING FOR THE PURPOSE REPUBLIC ACT NO. 8972, ENTITLED 
“AN ACT PROVIDING FOR BENEFITS AND PRIVILEGES TO SOLO 
PARENTS AND THEIR CHILDREN, APPROPRIATING FUNDS 
THEREFOR AND FOR OTHER PURPOSES” 

22.06.04付／全国流通新聞において公布された日から 15日後に施行 
3 REPUBLIC ACT NO. 11862 
  AN ACT STRENGTHENING THE POLICIES ON ANTI-TRAFFICKING 
IN PERSONS, PROVIDING PENALTIES FOR ITS VIOLATIONS, AND 
APPROPRIATING FUNDS THEREFOR, AMENDING FOR THE 
PURPOSE REPUBLIC ACT NO. 9208, AS AMENDED, OTHERWISE 
KNOWN AS THE “ANTI-TRAFFICKING IN PERSON ACT OF 2003”, AND 
OTHER SPECIAL LAWS 
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22.06.23付／全国流通新聞において公布された日から 15日後に施行 
4 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 
EMERGING INFECTIOUS DISEASE 
  RESOLUTION NO. 169 
  RECOMMENDATIONS RELATIVE TO THE MANAGEMENT OF THE 
CORONAVIRUS DISEASE 2019 (COVID-19) SITUATION 

22.06.27付 
5 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 
EMERGING INFECTIOUS DISEASE 
  RESOLUTION NO. 169-A 
  RECOMMENDATIONS RELATIVE TO THE MANAGEMENT OF THE 
CORONAVIRUS DISEASE 2019 (COVID-19) SITUATION 

22.06.27付 
 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 
 

第 13 カザフスタン 

1 投資家用のワンストップ窓口の組織化規則及び投資誘致に際する相互協力手

続きの承認に関する 2019年 8月 13日付カザフスタン共和国政府決定 No.585
への変更及び追加の導入に関するカザフスタン共和国政府決定 

2022年 6月 24日付 No.425／公布の日から 10暦日の経過後に施行 
2 知的財産及び国家保障の法律支援の提供分野における法令の改善問題に係る

いくつかのカザフスタン共和国法令への変更及び追加の導入に関するカザフ

スタン共和国法律 
2022年 6月 20 日付 No.128-VII ZRK／公布の日から 60暦日の経過後に

施行 
 

第 14 ウズベキスタン 

1 営業統合ライセンス（フランチャイズ）契約の国家登記に係る行政サービス

の提供の行政規則の承認に関するウズベキスタン共和国内閣決定 
2022年 6月 24日付 No.346／同月 25日施行 

2 租税管理の改革時期におけるビジネスのための有利な環境の設置に係る措置

に関するウズベキスタン共和国大統領令 
2022年 6月 28日付 No.UP-162／同月 29日施行 

3 自動車利用における国民への追加の利便性の提供に係る措置に関するウズベ
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キスタン共和国大統領決定 
2022年 6月 28日付 No.PP-298／同月 29日施行 

 

第 15 トルコ 

1 特定の産業製品の輸入における関税率の適用に関する決定の施行に関する大

統領決定 
2022年 6月 27 日付 No.5753 同月 28 日官報 No.31880／同年 7月 1 日

から施行 
2 イスタンブール金融センターに関する法律 

2022年 6月 22日付 No.7412 同月 28日官報 No.31880／同日施行 
3 裁判官及び検察官に関する法律及び特定の法律における変更の実施に関する

法律 
2022 年 6 月 23 日付 No.7413 同月 28 日官報 No.31880／一部を除き、

2023年 1月 1日から施行 
 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
 

第 17 ミャンマー 

掲載すべき法令は、ありません。 
 

第 18 添付法令資料 

   1 韓国映画及びビデオ物の振興に関する法律韓国映画及びビデオ物の振興に関する法律韓国映画及びビデオ物の振興に関する法律韓国映画及びビデオ物の振興に関する法律（目次）    

   2 中国中国中国中国医療機構管理条例医療機構管理条例医療機構管理条例医療機構管理条例（目次）    

   3 職業病保健サービスに関する職業病保健サービスに関する職業病保健サービスに関する職業病保健サービスに関する 2022202220222022 年年年年 4444 月月月月 6666 日付インドネシア共和国保健大日付インドネシア共和国保健大日付インドネシア共和国保健大日付インドネシア共和国保健大

臣規則臣規則臣規則臣規則 No. 11No. 11No. 11No. 11（目次） 

   4 租税管理法の若干の条項及び租税管理法の若干の条項の細則を定める政府租税管理法の若干の条項及び租税管理法の若干の条項の細則を定める政府租税管理法の若干の条項及び租税管理法の若干の条項の細則を定める政府租税管理法の若干の条項及び租税管理法の若干の条項の細則を定める政府

のののの2020202020202020年年年年10101010月月月月19191919日付第日付第日付第日付第126/2020/NĐ126/2020/NĐ126/2020/NĐ126/2020/NĐ----CPCPCPCP号議定の施行を指導するベトナム財号議定の施行を指導するベトナム財号議定の施行を指導するベトナム財号議定の施行を指導するベトナム財

政省の通知政省の通知政省の通知政省の通知（目次）    

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 
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宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

正木 湧士  弁護士・弁理士：日本法令担当 

萩原 亮太  弁護士：ベトナム法令担当 

山本 大介  弁護士：シンガポール法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 
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ジュロフ ロマン  外国法事務弁護士（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法事務弁護士（フィリピン共和国弁護士） 

：フィリピン法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 
 


